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（所管課，事業コード） 
事　業　名

（保健センター　５５２８） 
　がん対策経費　　　　　　　　　　　　　　　　　※Ｐ.５５１

 

 
評　　 価 Ｂ

Ａ　十分評価できる　　　Ｂ　やや評価できる 
Ｃ　あまり評価できない　Ｄ　全く評価できない

 【評価に至った理由】 
　がん検診は，健康増進法に基づく健康増進事業として努力義務に位置付けられているほ

か，総合的ながん対策を定めたがん対策基本法においても，国や地方公共団体は，がん検診

の質の向上や受診率向上の施策推進が定められており，本市においてもこれらの法に基づ

き，がんの早期発見・早期治療を促し，市民の健康維持と健康意識の高揚を図る目的でがん

検診事業を実施している。 
健康の維持促進のためには不可欠な事業である一方，本市の各種検診受診率が全国及び県

平均よりも下回っていることや，自己負担額が県平均や鹿行近隣自治体と比べて高額である

ことは大きな課題であると考える。 
　そういった状況ではあるものの，一部検診については受診率向上もはたしていることや，

適切な実施期間を確保して事業を運用している点など事業の着実な実施については評価で

きることから分科会評価は「やや評価できる」とする。

 

 
今後の方向性 １

　１　拡充　　２　継続　　３　改善 
　４　縮小　　５　休止　　６　廃止

 【今後の取り組み方と提言】 
　がんの罹患は，患者本人の身体・精神・社会面など多岐にわたる領域において生活の質に

大きな影響を及ぼすこと。また，本市における全死亡者の約４分１が何らかのがんを原因と

している状況に鑑みても，早期発見・早期治療へ繋げる本事業は，市民の健康寿命の延伸を

図る上で不可欠な取組である。 
しかしながら，本市における現状の受診率や自己負担額が他自治体と比較して劣っている

点については，早期に改善を進める必要があると考える。 
受診率の向上に向けては，若い世代からの積極的な受診を促すよう，広報・PR方法の工
夫に努めることが求められる。併せて，国民健康保険にとどまらず，協会けんぽなどの各医

療保険者と連携することで，市民全体の受診率の把握および向上に取り組むことも検討され

たい。また，他市ともバランスの取れた自己負担額の適正化は受診率の向上に直結すると見

込まれるため，負担額の減額についても早急な検討を求めたい。 
これらの各種受診率向上施策を効果的に推進するためには，予算の充実が必要であると判

断し，分科会評価は「拡充」とする。


